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いじめ対応マニュアル  【第４版】 

2015 年 2 月 

明治大学付属明治高等学校・明治中学校 

生徒指導 

 

１．はじめに 

 平成２５年（２０１３年）６月に「いじめ防止対策推進法」が施行され、いじめ問題に対峙するための基本的な理念

と体制が定められている。各学校は「学校いじめ防止基本方針」を策定し（第 13 条）、この方針に基づき、体系

的・計画的にいじめの未然防止や早期発見（第 15条・第 16条）が求められている。また、いじめ問題への対策の

ための組織を設置すること（第 22 条）となっている。 

 教員は日頃から生徒の様子や言動、その変化などに細かく気を配り、未然防止や早期発見に努め、情報交換

による情報の共有を図りながら、学校に置かれた組織を中心に対応しなければならない。いじめが認知された場

合は、いじめをやめさせ、いじめを受けた生徒および保護者への支援といじめを行った生徒への適切な指導を継

続的に行うこと（第 23 条）が求められる。重大事態に発展した場合は事実関係を調査し、その結果を生徒及び保

護者に知らせ（第 28 条）、教育上必要と判断された場合は適切に懲戒を加えることになる（第 25 条）。 

 本校でこのようなことが起きないことを願いつつ、起きた場合の対応と対策について「いじめ対応マニュアル」を

以下に定める。 

 

２．いじめの定義 

 「いじめ」とは、「当該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、心理的・物理的な攻撃を受けた

ことにより、心身の苦痛を感じているもの」とする。 

 なお、起こった場所は学校の内外を問わず、情報機器を通じて行われるものを含む。 

【文部科学省「児童生徒への問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」より】 

 

３．いじめの理解 

 いじめは、どの生徒にも、どんな集団でも、起こりうる。嫌がらせやいじわる等の「暴力を伴わないい

じめ」は、多くの場合、対象生徒が入れ替わりながら被害も加害も経験する。また、「暴力を伴わないい

じめ」であっても、何度も繰り返されたり多くの者から集中的に行われたりすることで、「暴力を伴うい

じめ」と同じように、生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。 

また、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所属集団の構造上の問題（無

秩序や閉鎖性など）や、「観衆」としてはやし立てたり面白がったりする存在、周辺で暗黙の了解を与え

ている「傍観者」の存在にも注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるようにす

ることが必要である。 

 

４．ネット上のいじめ 

① ネット上のいじめの問題 

○ 不特定多数の者から、特定の子どもに対する誹謗・中傷が絶え間なく集中的に行われ、また、誰により書き

込まれたかを特定することが困難な場合が多いことから、被害が短期間で極めて深刻なものとなる。 
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○ ネットが持つ匿名性から安易に書き込みが行われている結果、子どもが簡単に被害者にも加害者にもなっ

てしまう。 

○子どもたちが利用する学校非公式サイト（いわゆる「学校裏サイト」）を用いて、情報の収集や加工が容易に

できることから、子どもたちの個人情報や画像がネット上に流出し、それらが悪用される。 

○保護者や教師など身近な大人が、子どもたちの携帯電話やインターネットの利用の実態を十分に把握して

おらず、また、保護者や教師により『ネット上のいじめ』を発見することが難しいため、その実態を把握し効果

的な対策を講じることが困難である。 

【文部科学省 HP  http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/06/08061612/002.htm より】 

 

② ネットいじめ対策 

○ 保護者との協力体制をしっかりとる。 

PTA と連携・協力によるフィルタリングの徹底。迷惑メール受信拒否の徹底。 

○ 教員の勉強会、対策会議（教員全員が問題意識を持ち実態を把握する。） 

○ 生徒向けの講演会の実施・・・ケータイ販売促進になるような講演会は逆効果  

○ 教員・保護者で、学校裏サイトやプロフィールサイト、ブログの監視。 

   本校では スクール・ガーディアン に監視を依頼をしており、一日１回チェックされている。個人情報

が載った際、いじめに関する書き込み、自殺をほのめかす書き込みがあった場合は学校に連絡がく

る。 

   個人情報掲載の削除については、生徒指導主任より各学年主任に連絡し、担任教諭から生徒への

指導を行う。 

○ 生徒たちの現状を把握する。（学校裏サイト、プロフ、ブログなど） 

生徒にアンケートを実施しても本音は書かない。本音を聞きだす工夫が求められる。 

○ 実際のネットいじめの事例や犯罪をもとにグループ討議をさせる。 

 【全国 web カウンセリング協議会 HP より】  

 

５．いじめ問題に対する基本的な考え方 

（１）いじめの未然防止（いじめは絶対許さないという姿勢を示す） 

（２）いじめの早期発見 

（３）いじめへの迅速・適切な対応 

（４）保護者・地域・関係機関との連携 

（５）原因の究明と再発防止策の策定 

 

６．いじめ対策委員会 

（１）構成メンバー 

校長、副校長、教頭、生徒指導主任、学年主任、担任教諭、養護教諭、スクールカウンセラー、

その他校長が必要と認める者（班部活顧問等）から構成する。 

 

（２）主な役割 

 委員会の主な役割は、未然防止、早期発見、早期対応、重大事態への対処とする。 
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１．未然防止 

○いじめの未然防止や早期発見のためには、学校全体で組織的、計画的に取り組む必要がある。そのため、年

度当初に組織体制を整えると同時に、年間の指導計画を立てて、学校全体でいじめ問題に取り組むことが大

切である。 

○計画を作成するにあたっては、教職員の研修、生徒への指導、保護者との連携などに留意し、総合的にいじめ

対策を推進することが重要である。 

 

≪具体的な方策≫ 

○ いじめに関する校内研修の計画、実施 

○ 弁護士等を活用した法教育の実施 

○ 情報機器の使用に係る安全教室や外部講師による講演会の実施 

○ 「いじめに関する授業」（道徳教育）の実施、生徒会等による取り組みへの支援 

○ クラスや学年、班部活動、保護者との活発な情報交換の促進 

○ 情報の記録 

 

≪年間指導計画例≫ 

チェックポイント［指導体制］ 

□ いじめ問題の重大性をすべての教職員が認識し、校長を中心に未然防止「いじめを生まない環境づくり」（人

権教育、道徳教育、体験教育、特別活動等）に組織的に取り組んでいるか。 

□ いじめの態様や特質、原因、背景、具体的な指導上の留意点などについて職員会議や校内研修などの場で

取り上げ、教職員間の共通理解を図っているか。 

□ いじめ問題について、特定の教職員が抱え込んだり、事実を隠したりすることなく、報告・連絡・相談を確実に

行い、学校全体で組織的に対応しているか。 
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 4月 5月 6月 7月 8月 

職員会議

等 

いじめ対策委員会会議 

・指導方針  

・指導計画等 

 

職員会議でマニュアル

確認 

指導方針や指導計画

を示し、共通理解を図

る 

 

保護者向け啓発 

（学校の指導 

方針を保護者へ周

知する） 

 教員研修① 

 

いじめ対策

委員会会議

（１学期のま

とめ） 

 

未然防止

に向けた取

り組み 

学級・学年づくり 

 

 

 

 

 

     

① 教員研修：カウンセラー等によるカウンセリング・マインド研修を実施する。 

② 人間関係づくり：宿泊行事や合宿等を通じて関係づくりを計画的に進める。 

 

 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 

職員会議

等 

いじめ対策

委員会会

議 

・情報共有 

・２、３学期

の計画 

 

 

 

 

 

 保護者向

け研修③ 

 

教員研修④ 

 

いじめ対策

委員会会議

（２学期のま

とめ） 

  いじめ対策

委員会会

議 

・本年度の

まとめ 

・来年度の

課題検討 

未然防止

に向けた取

り組み 

 

 

      

③ 保護者向け研修：スクールカウンセラー等による講演（子どもへの接し方等）を実施する。 

④ 教員研修：インターネット関連のトラブル等についての研修を実施する。 

【兵庫県教育委員会「いじめ対応マニュアル」参照】 

人間関係づくり② 

事案発生時、緊急対応会議の開催 

道徳・特別活動 

学級・学年づくり及び人間関係づくり 

事案発生時、緊急対応会議の開催 

教員の情報の共有 

教員の情報の共有 



5 

 

２．早期発見 

○ 養護教諭・スクールカウンセラーとの連携 

○ 「生活意識調査」や「いじめ実態調査」の実施によるいじめに係る情報の収集※ 

○ 「いじめ発見チェックシート」の作成・集約・分析 ※ 

○ 記録の集約・分析 

○ 情報の共有 

○ 児童相談所や保健所等との連携 

 

※ 実施を検討する場合は教頭・生徒指導主任・養護教諭・スクールカウンセラーと連携し、アンケート

を取った後の対応と計画を立ててから行う。 

 

３．早期対応 

（ア）連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）調査内容・対応策 

○ 情報の収集・共有および状況の把握・確認 

○ 当該生徒への事実確認および支援方法の検討・実施 

○ 当該保護者への説明・支援の検討 

○ 事案に係る指導体制（加害者特定のための調査を含む）の確立・推進 

○ 加害生徒およびその保護者、関係生徒への指導方針・方法の検討・実施 

○ 他生徒への説明・指導方法の検討・実施 

○ 関係機関（児童相談所、保健所、医療機関、警察）との連携 

○ マスコミ対策 

関係生徒 

・ 

保護者 

いじめ対策委員会 

校長     副校長・教頭 

生徒指導主任 

学年主任   担任教諭 

養護教諭・スクールカウンセラー 

その他校長が必要と認める者 

＜調査班＞ 

学年主任、担任教諭、 

生徒指導主任 

養護教諭 班部顧問 等 

＜対応班＞ 

学年主任、担任教諭 

学年教員 

班部顧問 等 

緊急対応会議 

いじめ発生 発見者 

担任教諭 
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４．重大事態への対処 

（ア）重大事態の定義 

  ① 「生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い」がある場合 

 例：・被害生徒が自殺を企図した場合  

・精神性の疾患を発症した場合 

             ・身体に重大な障害を負った場合  

・高額の金品を奪い取られた場合 など 

②「相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている疑い」がある場合 

         例：・年間の欠席が30日以上ある場合  

・一定期間連続して（７日を目安とする）欠席しているような場合 

 

（イ）重大事態への対応 

 

 

 

 

東京都知事に報告 （第28条） 

 

学校が調査主体となる場合                   東京都が調査の主体となる場合 

①学校の中に調査組織を設置     ●学校は、設置者の指導・助言 

「生徒指導」を母体に警察等                    のもと、調査に協力する。 

の第3者の参加を図る。 

 

②事実関係を明確にするための調査を実施 

学校に不都合があったとしても、事実に 

  しっかりと向き合う。 

 

③いじめを受けた生徒及びその保護者に対して情報 

を適切に提供する。 

調査によって明らかになった事実関係について、 

その情報を適時・適切な方法で経過報告する。 

 

③調査結果を学校の設置者へ報告 

いじめを受けた生徒又はその保護者が自らの所見の 

提出を希望する場合には、その文書の提出を受け、 

調査結果に添える。 

 

④調査結果を踏まえた必要な措置を実施する。 

 

重大事態の発生 

重大事態調査委員会 

弁護士、精神科医、学

識経験者、心理や福祉

の専門家等の専門的

知識及び経験を有す

る者（当該いじめ事案

と直接の人間関係又

は特別の利害関係を

有しない者）から構成 
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（ウ）内容 

○ 被害の生徒に対する複数教員によるマンツーマンでの保護や情報共有の徹底 

○ 被害の生徒への緊急避難措置の検討、実施（別室登校など） 

○ 加害の生徒への懲戒や出席停止の検討（別室登校を含む） 

○ 警察への相談・通報や児童相談所等との連携 

○ いじめ対策緊急保護者会の開催（PTA 会長・副会長・学年委員長など） 
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６．参考資料 

（１）いじめ早期発見のためのチェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【兵庫県教育委員会「いじめ対応マニュアル」より】 

※ 下記のチェックリストは参考例です。 

※ アンケートではありませんので、クラス・学年で質問紙を配布等しないでください。 

※ アンケートの実施には事後指導を含めた計画が必要です。また、学年や養護教諭などの

連携が必要ですので、実施をしたい場合は必ず生徒指導に相談してください。 
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（２）具体的な対応の考え方と指導例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【兵庫県教育委員会「いじめ対応マニュアル」より】 
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（４）主な相談窓口・専門機関等 

日頃から子どもや保護者に、いじめなどの悩みを受け付ける相談機関等について、積極的に紹介する。

学校以外の主な相談窓口等は、次のとおりである。 

 

≪生徒が相談≫ 

主な相談窓口・専門機関等 電話番号 所在地等 

24時間いじめ相談ダイヤル  0570-0-78310 文部科学省 

子どもの人権 110 番 0120-007-110 法務局 平日8:30～17:15 

東京都いじめ相談ホットライ

ン 

（２４時間受付） 

03-5331-8288 

http://www.e-sodan. 

metro.tokyo.jp 

東京都教育相談センター 

新宿区北新宿４－６－１ 

東京都子供家庭総合センター４階 

東京多摩いのちの電話 042-327-4343 認定特定非営利活動法人 東京多摩いの

ちの電話 

毎日10:00～21:00（年中無休）  

毎月第３金曜日10:00～翌々日の日曜日

9:00まで 

チャイルドライン 0120-99-7777 18 歳までの子どもが対象 

月～土 16:00～21:00 

ＮＰＯチャイルドライン支援センター 

東京子どもネット 0120-874-374 東京都青少年・治安対策本部 青少年課 

電話相談 （心のキャッチフォ

ン） 

042-481-7777（専用電話） 調布市教育相談所 

月～金 9:00～18:00 

三多摩「学校・職場のいじめ」

ホットライン 

042-340-4610 月曜 10:00～20:00 

若者メンタルヘルプライン 03-3947-0760 祝日を除く月～金10:00～17:00 

社団法人青少年健康センター 

国際ビフレンダーズ・東京自殺

防止センター 

03-5286-9090 

必要な場合面接や手紙による

相談も行う 

20:00～6:00 

緊急出動による救助活動も行う 

 

≪教員・保護者が相談≫ 

主な相談窓口・専門機関等 電話番号 所在地等 

東京都いじめ相談ホットライ

ン 

03-5331-8288 東京都教育相談センター 

24時間いじめ相談ダイヤル  0570-0-78310 文部科学省 

東京都教育相談センター 03-3360-4181 新宿区北新宿４－６－１ 

東京都子供家庭総合センター４階 

児童相談所 0570-064-000 厚生省 
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調布市教育相談所 042-481-7633 

kyoikuso@w2.city.chofu.to

kyo.jp 

調布市小島町２－３６－１ 教育会館

６階 

調布警察署 042-488-0110（代表)  調布市国領町２－２５－１ 

サイバー犯罪相談窓口 03-3431-8109 警視庁サイバー犯罪対策課 

ヤング・テレホン・コーナー 03-3580-4970 警視庁少年相談室 

東京少年鑑別所 

（ねりま青少年心理相談室） 

03-3550-8802 

電話・面接（予約） 

月～金 9:00～17:00 

練馬区氷川台２－１１－７ 

児童相談所内 「子供の権利

擁護委員会」 

０１２０－８７４－３７４ 月～土 9:00～17:00 （土曜日は虐

待等緊急性のある相談） 

全国webカウンセリング協

議会 

03-6865-1911 港区芝１－５－９  住友不動産ビル２号

館５階 

スクールガーディアン 0120-5464-77 本校が契約している 

 

以上 

 

 

 

 


